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１ 趣旨

文部科学省と都道府県教育委員会との連携・協力の下、理解や習熟の程度に

応じた指導の実施や小学校における教員の得意分野を生かした教科担任制の導

入など、児童生徒一人一人の実態に応じたきめ細かな指導の一層の充実を図る

、 、ための実践研究を推進し その成果を全国すべての学校に普及することにより

新しい学習指導要領のねらいとする「確かな学力」の向上に資する。

２ 委嘱期間

平成 年度から平成 年度までの３年間とする。14 16

３ 委嘱手続

( ) 本事業の実施を希望する都道府県教育委員会は、別紙様式により事業実施計1
画書を作成し、所定の期日までに文部科学省初等中等教育局教育課程課長あて

提出するものとする。

( ) 文部科学省は、提出された事業実施計画書を審査し、事業の実施を都道府県2
教育委員会に委嘱する。

４ 事業の実施方法

( ) 文部科学省は、本事業の実施を委嘱する都道府県教育委員会（以下「関係都1
道府県教育委員会」という ）から提出された事業実施計画書に基づき、学力。

向上推進地域（以下「推進地域」という ）を指定する。。

( ) 関係都道府県教育委員会は、推進地域内の小学校及び中学校の中から複数の2
学校（平成 年度は、原則として、１都道府県当たり、小学校及び中学校あ14
わせて 校程度。平成 年度からは、平成 年度から継続指定する学校を18 15 14
、 、 、 。）含め 原則として １都道府県当たり 小学校及び中学校あわせて 校程度36

を学力向上フロンティアスクール（以下「フロンティアスクール」という ）。

として指定する。

( ) フロンティアスクールにおいては、児童生徒一人一人の実態に応じたきめ細3
かな指導の一層の充実を図るという観点から、

①発展的な学習や補充的な学習など個に応じた指導のための教材の開発

②個に応じた指導のための指導方法・指導体制の工夫改善

③児童生徒の学力の評価を生かした指導の改善

など 「確かな学力」の向上のための実践研究を一体的に行うとともに、公開、

授業などを通じて、積極的にその成果の普及に努めるものとする。

( ) 関係都道府県教育委員会は、フロンティアスクールに対し、本事業の実施に4
関して必要な指導・助言を行う。また、文部科学省は、関係都道府県教育委員

会に対し、本事業の実施に関して必要な指導・助言を行う。

( ) 関係都道府県教育委員会は、フロンティアスクールにおける取組を適切に評5



価するとともに、さまざまな手段・方法により、積極的にフロンティアスクー

ルにおける実践研究の成果を推進地域内の学校等に普及するよう努めるものと

する。

( ) 関係都道府県教育委員会は、平成 年度及び平成 年度に、フロンティア6 15 16
スクールにおける実践研究の成果を普及する上で中心的な役割を担う教員（フ

ロンティアティーチャー）を養成するため、研修会等を開催する。

( ) 文部科学省は、毎年度、各推進地域における実践研究の成果を広く全国に普7
及させるため、関係都道府県教育委員会の代表者等が参加する研究協議会を開

催する。

５ 学力向上推進協議会

( ) 関係都道府県教育委員会は、推進地域内における本事業の円滑な実施及びフ1
ロンティアスクールにおける実践研究の成果の普及を推進するため、都道府県

学力向上推進協議会（以下「推進協議会」という ）を設けるものとする。。

( ) 推進協議会は、教育委員会関係者のほか、フロンティアスクールをはじめと2
する推進地域内の小学校及び中学校の代表者等をもって構成する。

６ 事業実績報告書等

、 、( ) 関係都道府県教育委員会は 第１年度及び第２年度の終わりに中間報告書を1
事業の終了時に事業実績報告書を、また、各年度の終了時に経費に関する報告

書を提出するものとする。但し、学力向上フロンティアスクールのうち、国立

大学法人附属学校に係る経費に関しては 「学力向上フロンティア事業委嘱実、

施要綱 （以下 「委嘱要綱」という）に定めるところによるものとする。」 、

( ) 事業実績報告書等の様式その他必要な事項については、文部科学省から別途2
連絡する。

( ) 事業実績報告書については、文部科学省においてその集録を編集し、書籍そ3
の他の媒体により公表することができるものとする。

７ 経費

( ) 文部科学省は、各年度ごとに予算の範囲内で、この事業の実施に必要な経費1
を支出する。

( ) 都道府県が行う国の会計事務として支出する経費とする。但し、学力向上フ2
ロンティアスクールのうち、国立大学法人附属学校に係る経費に関しては、委

嘱要綱に定めるところによるものとする。

８ その他

( ) 文部科学省は、必要に応じ、本事業の実施状況及び経理処理状況について実1
態調査を行う。

( ) 文部科学省は、推進地域における本事業の適切な運営に資するため、必要に2
応じ、関係者の参加を得て連絡協議会を開催する。

( ) 本事業の実施に当たっては、文部科学省が委嘱する他の事業等（ 学校いき3 「

いきプラン 「学力向上フロンティアハイスクール事業」など）との関連を」、

図り、効果的に実施することが望ましい。

（ ） 学力向上フロンティアスクールのうち、国立大学法人附属学校への委嘱に関4
しては、委嘱要綱によるものとする。


